
日
本
の
食
料

自
給
率
は
４
０
％
（
０

９
年
度
）
と
先
進
国
で

最
低
水
準
で
す
。
農
水

省
の
試
算
に
よ
れ
ば
、

Ｔ
Ｐ
Ｐ
で
コ
メ
は
将
来

的
に
９
０
％
減
、
生
乳

は
８
８
％
減
な
ど
と
な

り
、
食
料
自
給
率
は
１

２
％
に
な
る
と
し
て
い

ま
す
。

日
本
の
農
業
は
壊
滅

状
態
と
な
り
ま
す
。

農
産
物
の
関
税
撤
廃

は
「
世
界
の
流
れ
」
で

は
あ
り
ま
せ
ん
。
農
産

物
輸
出
国
で
も
、
農
産

物
の
平
均
関
税
率
は
Ｅ

Ｕ
２
０
％
、
ア
ル
ゼ
ン

チ
ン
３
３
％
、
ブ
ラ
ジ

ル
３
５
％
な
ど
と
高
く
、

ア
メ
リ
カ
も
乳
製
品
や

砂
糖
の
輸
入
規
制
を
続

け
て
い
ま
す
。

一
方
、
日
本
は
す
で

に
平
均
１
２
％
ま
で
関

税
を
下
げ
て
い
ま
す
。

コ
メ
は
高
関
税
で
す

が
、
そ
の
「
制
裁
」
と

し
て
、
必
要
の
な
い
ミ

ニ
マ
ム
ア
ク
セ
ス
（
最

低
輸
入
機
会
）
米
を
大

量
に
輸
入
し
て
い
ま
す
。

(

次
ペ
ー
ジ
へ)

日本共産党港南区くらし・子育て相談室長(前県議)

横浜市港南区上大岡西1-19ｰ20 ワットビル301

電話 844-3635 FAX 841-8975 E-mail:jcp-konan@mue.biglobe.ne.jp
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みわ智恵美
レポート

日本共産党は、ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）

に参加せず、食料主権（自国の食料のあり方は、その国

で決める）を保障する貿易ルールの確立を求めます。

国内総生産の１・５％

しか占めない第１次産業

（農林水産業）が、他の

９８・５％の産業を犠牲

にしている、という前原

外相の発言は、農業を衰

退させてきたことへの反

省がありません。

食
の
安
心
・
安
全
が
脅
か
さ
れ
る

農
業
「
鎖
国
」
ど
こ
ろ
か

「
世
界
で
最
も

開
か
れ
た
国
」

ＴＰ
Ｐで

農業つぶしのこれまでの

政治に無反省の外務大臣



農
産
物
が
大
量
輸
入
さ
れ

れ
ば
、
日
本
の
農
水
産
業
は

壊
滅
的
打
撃
を
受
け
ま
す
。

農
業
は
一
度
破
壊
さ
れ
れ
ば
、

回
復
は
き
わ
め
て
困
難
で
す
。

地
球
的
規
模
で
の
食
料
不

足
が
大
問
題
に
な
っ
て
い
る

と
き
に
、
輸
入
依
存
を
さ
ら

に
強
め
、
豊
か
な
発
展
の
潜

在
力
を
も
っ
て
い
る
日
本
農

業
を
無
理
や
り
つ
ぶ
す
な
ど

と
い
う
の
は
「
亡
国
の
政
治
」

と
い
え
ま
す
。

被
害
は
、
農
業
と
食
料
の

問
題
に
と
ど
ま
り
ま
せ
ん
。

経
済
産
業
省
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ

に
参
加
し
な
い
場
合
の
雇
用

減
は
８
１
万
人
と
し
て
い
ま

す
が
、
農
水
省
試
算
で
は
、

参
加
し
た
場
合
の
雇
用
減
を
、

農
業
や
そ
の
関
連
産
業
な
ど

を
合
わ
せ
て
３
４
０
万

人
と
、
不
参
加
の
４
倍
以
上

に
。加

盟
に
よ
る
工
業
製
品
の

輸
出
増
が
も
た
ら
す
国

内
総
生
産(

Ｇ
Ｄ
Ｐ)

押
し
上

げ
効
果
は
、
政
府
資
産
で
０
・

５
％
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。

一
部
輸
出
大
企
業
の
利
益

の
た
め
に
農
水
産
業
も
地
域

社
会
も
こ
わ
し
て
良
い
で
し
ょ

う
か
。

命
と
安
全
を
守
り
た
い
。

沖
縄
の
サ
ト
ウ
キ
ビ
畑
や
、

全
国
の
美
し
い
棚
田
、
里
山

を
守
り
た
い
。

「
乗
り
遅
れ
る
な
」
と
Ｔ

Ｐ
Ｐ
参
加
を
急
ぎ
、
将
来
世

代
の
生
活
ま
で
掘
り
崩
す
こ

と
は
重
大
な
誤
り
で
は
な
い

で
し
ょ
う
か
。

みわ智恵美レポート（つづき）

関
連
産
業
も
直
撃

３
４
０
万
人
の
雇
用
減

食
料
供
給
基
地
を

つ
ぶ
す
Ｔ
Ｐ
Ｐ

農
業
だ
け
で
な
く

農
業
破
壊
は｢

亡
国
政
治
」

瀬戸内海に面して

作られている棚田

加
盟
で
ど
れ
ほ
ど
の
効
果
？

北
海
道
庁
は
、
道
経
済
が

２
１
兆
円
に
の
ぼ
る
損
失
を

被
り
、
そ
の
７
割
は
農
業
以

外
の
関
連
産
業
と
地
域
経
済

の
損
失
分
で
あ
る
と
公
表
。

毎月第３木曜日 午後７時～９時

次回は12月16日

予約は電話・FAXで

TEL 844-3635 FAX 841-8975

お困りのことはいつでも

お気軽にご連絡ください

日本共産党港南区無料法律相談



私（みわ智恵美）は、「来年

横浜市が、戦争を賛美し平和憲

法を敵視する教科書を採択

しないよう運動を進めてい

ます。子どもたちが歴史の

真実をきちんと学べるよう、

皆さんのお力をかしてくだ

さい。」と訴えました。

港南台駅前で宣伝しました。１時間

で５００名の方がチラシを受け取っ

てくださいました。）

尖閣ビデオ問題で志位氏（日本共産党委員長）が見解

動画投稿サイト「ユーチューブ」で尖閣諸島沖の中国漁船衝突事件のビデ

オ映像が明らかになった問題について、志位氏は「明らかになったビデオ映

像を見れば、これは非公開にしておく内容の

ものではなかった」「政府の責任で早い段階

で公開すべきものをしなかった事が、今回の

流出問題につながった。その責任こそ問われ

るべきだ」と指摘しました。

日本共産党は、尖閣諸島が歴史的にも国際

法上も、明らかに日本固有の領土であること

を明確にしています。

詳しくはこちらで
http://www.jcp.or.jp/down/bira/10/pdf/1010-senkaku-color.pdf

公開すべきものをしてこなかったことが問題

歴史の本当を教える
教科書を子どもたちに！

尖閣諸島 2004年11月撮影

穀田恵二衆議院議員

(日本共産党)



今
年
の
異
常
気
象
の

猛
暑
の
も
と
で
、
学
校

現
場
か
ら
も
暑
さ
対
策

を
と
声
が
上
が
っ
て
い

ま
し
た
。

事
業
の
進
め
方
は
、

今
年
全
小
中
学
校
に
エ

ア
コ
ン
を
設
置
し
た
川

崎
市
の
民
活
型
を
参
考

に
手
法
を
検
討
し
て
い

る
事
が
日
本
共
産
党
の

白
井
議
員
（
港
北
区
選

出
）
の
調
査
で
分
か
り

ま
し
た
。

こ
れ
は
、
設
計
・
施

工
・
工
事
監
理
・
維
持

監
理
を
民
間
の
業
務
と

す
る
Ｐ
Ｆ
Ｉ
方
式
で
、

１
３
年
間
の
事
業
期
間

で
す
。
こ
れ
で
は
大
企

業
が
仕
事
を
独
占
す
る

事
に
な
り
ま
す
。

地
元
業
者
の
仕
事
お
こ

し
に
な
る
よ
う
求
め
て

い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

私
た
ち
は
、
市
内
小

中
学
校
の
“
蒸
し
風
呂
”

教
室
解
消
の
た
め
、
予

算
要
望
の
重
点
要
望
で

２
０
０
５
年
以
来
エ
ア

コ
ン
設
置
を
要
求
し
て

き
ま
し
た
。

みわ智恵美駆けある記
横浜市中期計画（原案）で

子ども・保護者・学校・議会からの要望実る

今
年
の
猛
暑
の
中
「
教
室
が
暑
く
て
勉
強

に
集
中
出
来
ま
せ
ん
。
学
校
に
来
て
座
っ
て

み
て
く
だ
さ
い
」
と
の
小
学
生
か
ら
の
手
紙

が
日
本
共
産
党
に
寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。

私
も
お
母
さ
ん
た
ち
や
、
学
校
現
場
の
声

を
集
め
て
、
暑
さ
対
策
を
と
教
育
委
員
会
や

区
役
所
に
要
望
し
て
き
ま
し
た
。
「
こ
ん
に

ち
は
み
わ
智
恵
美
で
す
」
Ｎ
ｏ
．
３
５
で
、

「
全
教
室
に
エ
ア
コ
ン
を
」
と
求
め
、
調
査

を
し
て
来
た
事
を
お
知
ら
せ
し
て
い
ま
し
た
。

（注）中期４か年計画

目指すべき都市像の実現
に向けた政策や行程を具

体化するもので、2010年
度から2013年度までの計

画。１１月５日に「原案」
が公表された。

こ
の
度
、
横
浜
市
が
、
市
内
小
中
学
校

の
各
教
室
へ
エ
ア
コ
ン
設
置
の
た
め
の
事

業
を
中
期
４
か
年
計
画
（
原
案
：
注
を
参

照
）
に
盛
り
込
み
ま
し
た
。

地
元
企
業
の
仕
事
お
こ
し
に

２
０
０
５
年
以
来

日
本
共
産
党
が
要
求


	

